
平成十年法律第七号

特定非営利活動促進法

第二章　特定非営利活動法人

第三節　管理

（役員の欠格事由）
第二十条　次の各号のいずれかに該当する者は、特定非営利活動法人の役員になることができない。

一　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
二　拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から二年

を経過しない者
三　この法律若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の規定（同法第三十二条の三第七項

及び第三十二条の十一第一項の規定を除く。第四十七条第一号ハにおいて同じ。）に違反したことによ
り、又は刑法（明治四十年法律第四十五号）第二百四条、第二百六条、第二百八条、第二百八条の二、第
二百二十二条若しくは第二百四十七条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律（大正十五年法律第六十
号）の罪を犯したことにより、罰金の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることが
なくなった日から二年を経過しない者

四　暴力団の構成員等
五　第四十三条の規定により設立の認証を取り消された特定非営利活動法人の解散当時の役員で、設立の認

証を取り消された日から二年を経過しない者
六　心身の故障のため職務を適正に執行することができない者として内閣府令で定めるもの

第三章　認定特定非営利活動法人及び特例認定特定非営利活動法人

第一節　認定特定非営利活動法人

（欠格事由）
第四十七条　第四十五条の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する特定非営利活動法人は、第四十四条第
一項の認定を受けることができない。
一　その役員のうちに、次のいずれかに該当する者があるもの
イ　認定特定非営利活動法人が第六十七条第一項若しくは第二項の規定により第四十四条第一項の認定を

取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が第六十七条第三項において準用する同条第一項若
しくは第二項の規定により第五十八条第一項の特例認定を取り消された場合において、その取消しの原
因となった事実があった日以前一年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特例認定特定非営利活動
法人のその業務を行う理事であった者でその取消しの日から五年を経過しないもの
ロ　拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から五

年を経過しない者
ハ　この法律若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の規定に違反したことにより、若

しくは刑法第二百四条、第二百六条、第二百八条、第二百八条の二、第二百二十二条若しくは第二百四
十七条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に
関する法律中偽りその他不正の行為により国税若しくは地方税を免れ、納付せず、若しくはこれらの税
の還付を受け、若しくはこれらの違反行為をしようとすることに関する罪を定めた規定に違反したこと
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により、罰金の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から五
年を経過しない者
ニ　暴力団の構成員等

二　第六十七条第一項若しくは第二項の規定により第四十四条第一項の認定を取り消され、又は第六十七条
第三項において準用する同条第一項若しくは第二項の規定により第五十八条第一項の特例認定を取り消さ
れ、その取消しの日から五年を経過しないもの

三　その定款又は事業計画書の内容が法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反しているもの
四　国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から三年を経過しない

もの
五　国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から三年を経過しないもの
六　次のいずれかに該当するもの
イ　暴力団
ロ　暴力団又は暴力団の構成員等の統制の下にあるもの

第六章　罰則

第七十七条　偽りその他不正の手段により第四十四条第一項の認定、第五十一条第二項の有効期間の更新、第
五十八条第一項の特例認定又は第六十三条第一項若しくは第二項の認定を受けた者は、六月以下の拘禁刑又
は五十万円以下の罰金に処する。


